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ＮＰＯ
法人

　２００５年に開催される第７回ＮＰＴ（核不
拡散条約）再検討会議に向けての第１回
準備委員会が、４月８～１９日、ニューヨー
クの国連本部で行われている。２００５年
まで毎年、準備委員会は開催される。準
備委員会における新アジェンダ諸国の
主張や日本政府の主張についての報
告は、次号以降に紹介する。

■ＮＧＯの成績表
　日本においては、２０００年再検討会議
で合意された１３項目を中心に（１３＋２）
項目の核軍縮措置について、「核軍縮：
日本の成績表」が評価委員会によって
作成されてきた（本誌１５７号）。その２００２
年度の日本の成績表が３月２７日に完成
した（内容は２～３ページ参照）。
　このような成績表を付けることは、昨
年の春以来、各国のＮＧＯの間で話題と
なってきた。今回、ＮＰＴ再検討会議準備
委員会の会場には、いくつかのＮＧＯによ
る「成績表」が登場した。手前味噌にな
るが、その中でも、日本の成績表が、もっ
とも掘り下げた評価を行っている点で群
を抜いていた。この作業の結果、市民と

政府の間の対話を促進させ、深化させる
のに役立つことを期待したい。
　日本の他には、次のような例があった。

①ＣＮＤ
　英国のＣＮＤ（核軍縮運動）は「英国の
核軍縮の記録」と題する報告を提出し
た。核兵器保有国のなかでも、核軍縮へ

の期待のある国の報告として、貴重なも
のである。６回目の報告書であるが、そ
のなかで１３項目に対する英国の実行を
評価している。日本のように項目ごとの
評価を行っているのではなく、注目すべ
き項目について全般的な評価を行って
いる。点数を付ける方法をとっていない。
　「保有核兵器の完全廃棄への明確な

日本の成績表、国連に登場
国際的インパクトを生むか？

他のＮＧＯもさまざまな成績評価
　２００５年ＮＰＴ再検討会議に向けた準備委員会が４月８日、ニューヨークの国連本部で始まった。ピースデ
ポは、参加した外交官やＮＧＯに「核軍縮：日本の成績表」を配布した。準備委員会に寄せる私たちの大き
な関心は大別して二つあった。米国の一国主義的行動に対して「国際法の支配」を再確認すること、２００
０年会議で合意した最終文書の実行を点検し促進すること、である。ここでは、後者に関係して、核軍縮に
関する１３項目合意の実行を監視するＮＧＯ活動を紹介する。また、日本の成績表に関する、各地評価会議
の様子を続く記事で紹介する。

　「核軍縮：日本の成績表」評価委員会
が作成した第２案を材料に、全国４個所
で各地評価会議が行われた。評価委員
が第２あんを説明し、参加した市民と意
見交換をするというものである。日程と主
催団体、参加評価委員、コメンテーター、
印象は次の通りであった。
●東京会議　３月１５日
　共催：核兵器廃絶市民連絡会／ピー
スデポ。評価委員：梅林宏道、仁木三智
子。コメント：内藤雅義、上田紘治。
　全体として、成績表をどう使うかという

運動的観点からの関心が強かった。日
本政府のなすべき仕事として、被爆の実

4ヵ所で評価会議
－－核軍縮：日本の成績表－－

３月１７日、長崎評価会議

５ページ中段へつづくèu
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約束」に関しては、「英国は、短期的にも
長期的にも、実行する意図があることを
示すような目に見えた政策変化はな
かった」と述べている。
　また、透明性に関しては、「２００１年１２
月に反テロ法を施行し、核施設に関する
情報開示を違法にし、核能力について
の透明性増大と核軍縮の信頼醸成措置
の誓約に違反した」と述べている。
　議長のキャロル・ノートンさんと、今後、
日本の成績表と緊密な連携をもつことを
確認した。

②核不拡散促進プログラム
　（ＰＰＮＤ）
　このプログラムは、英国のマウントバッ
テン国際研究センターに連絡先を置く
が、国際的な研究プログラムである。ＰＰ
ＮＤは、核軍縮に関係する１３項目だけで
はなく、不拡散、普遍性などに関する２００
０年最終文書の合意内容に関しても、評
価を行っている。また、どこかの国に対す
る評価ではなく、各項目ごとに国際的な
到達点についての評価と現状分析、そ
れに基づく勧告を行っているのが特徴
である。評点はつけていない。

③グリーンピース
　グリーンピースは、核兵器国を対象
に、日本とよく似た方法で点数を付けて
いる。つまり、３７個の「ベンチマーク（基
準）」を設け、それに対してイエス、ノーの
評価を与えて平均点を付けている。た
だ、ベンチマークは、１３項目に忠実に

沿っているわけではない。
　このように二者択一の回答ができる共
通のベンチマークを設定する方法は、核
兵器国のみを対象にすれば可能である
が、非核兵器国を対象にした場合は、国
ごとにベンチマークを変える必要が出て
くるであろう。その結果、日本で行ったよ
うに、それぞれの国固有の課題設定が
必要になると思われる。

④軍備管理協会
　米国の軍備管理協会（ＡＣＡ）は、１３項
目に関して、米国に対する評価を行っ
た。忠実に１３項目を追って、米国の現状
を評価しているが、評点はつけていな
い。米国の評価を目的としているが、他
の核兵器国の現状についての説明を加
えて、米国を相対的に評価できるように
している。ただし、項目ごとに、すべての
核兵器国を網羅的に分析しているわけ
ではない。

⑤リーチング・クリティカル・
　ウイル
　ＷＩＬＰＦ（自由・平和国際婦人連盟）のプ
ログラムである「リーチング・クリティカ
ル・ウイル」（核兵器廃絶の政治意志が臨
界に達する、の意）は、「核軍縮に関する
シャドウ・レポート」を作成した。
　これは、成績表というよりも各国が約束
している定期報告義務（１３項目の中の第
１２項目）に因んで、ＮＧＯの立場でその見
本を提出したものである。
　非核兵器国については、１．核配備や

持ち込み、２．核施設の場所と能力、３．核
分裂物質の保有、４．核活動（核物質、放
射性物質の輸送など）、５．ＮＰＴ関係の政
策、６．ジュネーブ軍縮会議、国連第１委
員会などにおける取り組み、各項目につ
いて報告している。ＮＰＴ１３項目の実行
に関する実績は、主として上記５、６に登
場するはずである。
　３７の主要国について、シャドウ・レポー
トを作成した意欲的な仕事である。各国
政府が、このやり方で報告することを示
唆した功績は大きい。ただ、内容的には
十分に手がとどいていない感が否めな
い。たとえば、日本に関する報告を読む
と、日本の「核の傘」依存政策にまったく
触れていないし、核兵器の第一使用（先
制使用）や、ＣＴＢＴ政策の後退などにつ
いても記述されていない。
　各国の報告は、やはり各国のＮＧＯが
取り組むのが望ましいようである。

■日本政府の反応
　３人の評価委員（森滝春子、田中煕巳、
梅林宏道）が、３月２７日に「日本の成績
表」を外務省に届けた。そのとき、梅林が
１時間余にわたって成績表の方法論や
評価の結果について説明をし、今後の
評価の充実のために、より積極的な情報
の提供を求めた。応対した岡村軍備管
理軍縮課長が、極めて熱心に、集中して
梅林の説明を聴いていたのが印象的で
あった。
　ニューヨークで、知ったことだが、その

　右ページに掲載したものは、「核軍縮：
日本の成績表」評価委員会が作成し
た、ＮＰＴ（１３＋２）項目に関する２００２年度
の日本の軍縮努力の評価である。

方法論
◆これは、２０００年５月に核不拡散条約（Ｎ
ＰＴ）再検討会議で全会一致で採択さ
れた最終文書の中の、ＮＰＴ第６条（核
軍縮義務）履行のための実際的措置１
３項目とＮＰＴ第７条で日本に関係の深
い２項目を合わせた（１３＋２）項目につ
いて、２０００年５月２０日～２００２年２月１６
日にわたる日本政府の履行努力につ

いて、市民の立場から評点を付けたも
のである。
◆各項目の履行に向けて、現在の状況
で必要であり、日本にとって現実的に
可能な「課題」を設定した。課題設定
のしかたは、状況に応じて毎年変化
する。課題のなかでとくに重要なもの
を「重要課題」とした。「重要」の判断
は、核兵器廃絶の早期達成の観点、
それに関係する国際的政治局面の観
点、日本的政治局面の観点から行わ
れる。設定した課題にどれだけとり組
んだかを検討して、Ａ～Ｅの評点をつ
けた。

◆Ａ～Ｅの基準の説明は、右ページ成績
表の下段に書いた通りである。
◆「（付）評価理由の説明」を添付し、課
題設定と評点の根拠を示した。（大部
なので本誌には掲載できないが、希望者

はピースデポに注文して下さい。）
◆２００５年の次回ＮＰＴ再検討会議まで、
成績表は毎年継続される。
◆評価は評価委員会によって行われ
た。委員会の構成メンバーは次の１０
名である。
（５０音順）
梅林宏道（世話人、ピースデポ代表）、黒
澤満（大阪大学）、竹村泰子（前参議院議
員）、田中ê¤巳（日本被団協）、土山秀夫
（元長崎大学学長）、都留康子（東京学芸
大学）、仁木三智子（日本ＹＷＣＡ）、平岡
敬（元広島市長）、前田哲男（東京国際大
学）、森瀧春子（核兵器廃絶をめざすヒロ
シマの会）

「核軍縮：日本の成績表・２００２」
ＮＰＴ（１３＋２）項目に関する評価

２００２．３．２７

６ページへつづくèu
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核軍縮：日本の成績表・２００２――ＮＰＴ（１３+２）項目に関する評価

「核兵器依存からの脱却」という日本にとって核心的課題にとり組んだ。あるいは、
世界的な核軍縮に重要な貢献をした。

「重要課題」（「（付）評価理由の説明」で下線を引いたもの）に意欲的にとり組んだ。

「課題」の一部にとり組んだ。

「課題」「重要課題」にとり組まなかったか、とり組みが極めて不十分であった。幸い
にも、そのことが世界的な状況悪化の直接の要因にはならなかった。

「重要課題」にとり組まなかった。一部とり組んだとしても、被爆国として活かすべき
貴重な機会を活かさなかった。

ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約、ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議、ＦＭＣＴ＝兵器用核分裂物質生産禁止条約、ＡＢＭ条約＝
対弾道ミサイルシステム制限条約、ＳＴＡＲＴ＝戦略兵器削減条約、ＩＡＥＡ＝国際原子力機関、ＩＣＪ＝国際司法裁判所

●日本の核軍縮政策と言われているものが、「核軍縮」よりも「核不拡散」を向いていることに改めて印象づけられる。
●日本自身が核兵器依存政策から脱却するかどうかが、日本の努力が報われるかどうかの鍵を握っている。日本が核兵器
に依存している限り、日本の行動は色眼鏡で見られるであろうし、日本が絶好の影響力を行使できる機会にも、なすべきこ
とができないで終わってしまうおそれが大きい。
●与野党を問わず、政治主導が問われている。官僚任せでは、米国依存は脱却できない。
●国会論議の中で、評価のために参考になる討論がほとんどないことに気づかされた。被爆国の国会として、核軍縮に関す
るもっと真剣な討論が欲しい。
●一方で、政治主導のもとで働く外務省の軍縮スタッフの数をもっと増やすべきである。軍縮庁設置を真剣に考えよう。
●評点のＤもＥも日本政府の努力は落第点であったと考えるべきである。評点の全体評価は「Ｄ－」（Ｄマイナス）となり、やはり
落第点である。

コメント

評点の説明 ＡＡＡＡＡ

ＢＢＢＢＢ

ＣＣＣＣＣ

ＤＤＤＤＤ

ＥＥＥＥＥ

（ＴＰＮ　　　 （ＴＰＮ　　　 （ＴＰＮ　　　 （ＴＰＮ　　　 （ＴＰＮ　　　 ３１３１３１３１３１ +++++２２２２２）））））措措措措措置置置置置 ２００２ ２００２ ２００２ ２００２ ２００２ ３００２ ３００２ ３００２ ３００２ ３００２ ４００２ ４００２ ４００２ ４００２ ４００２ ５００２ ５００２ ５００２ ５００２ ５００２

１ ＴＢＴＣ 効発期早 ＤＤＤＤＤ

２ の験実発爆核 ムアリトラモ ＤＤＤＤＤ

３ ＤＣ で 年５のＴＣＭＦ 以 ムラグロプ業作すざめを結妥内 ＢＢＢＢＢ

４ ＤＣ に 縮軍核 う扱を ムラグロプ業作るす置設を関機部下 ＣＣＣＣＣ

５ 則原の性逆可不 ＥＥＥＥＥ

６ 束約な確明の棄廃全完の器兵核有保 ＥＥＥＥＥ

７ ＭＢＡ と化強持維の約条 ＴＲＡＴＳ 過程 進促の ＥＥＥＥＥ

８ 米 ・ロ・ ＡＥＡＩ 行履と成完の想構者三 ＤＤＤＤＤ

９ 「 定安的際国 「と」 べす にて てっと 安 障保全 じ減が ない 則原 」 ＤＤＤＤＤ

　 減削的方一の器兵核ａ ＤＤＤＤＤ

　 大増の性明透ｂ ＤＤＤＤＤ

　 減削の器兵核略戦非ｃ ＤＤＤＤＤ

　 減低の位地の上戦作ｄ ＤＤＤＤＤ

　 小縮の割役の器兵核るけおに策政障保全安ｅ ＥＥＥＥＥ

　 程過絶廃器兵核るす加参が国器兵核全ｆ ＤＤＤＤＤ

０１ 用転和平と理管際国の質物裂分核用事軍たっなに剰余 ＤＤＤＤＤ

１１ 縮軍全完つか面全のてしと標目的極究 ＥＥＥＥＥ

２１ ＪＣＩ 告勧 たし起想を 行履の務義縮軍核 るす関に 告報期定 ＤＤＤＤＤ

３１ 力能証検 るならさの 発開 ＤＤＤＤＤ

+１ 証保全安的極消るあの力束拘的法 ＤＤＤＤＤ

+２ 立設の帯地核非 ＤＤＤＤＤ
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有事法制・マエダ便
第３便

前田哲男

イラスト：志水奈那子

3つのポイント
　有事法制がようやくその全体像を明ら
かにした。正確には、この第３便執筆中な
お閣議決定に至っていないので「法律
案要綱」の分析段階であるが、そこでも
はっきりと反時代的ないくつかの特徴
――戦事法という“絶滅したはずの狼”
が２１世紀日本にふたたび甦りつつある
決定的な証しを目撃することができる。
それは、
　①歴史的観点に立てば、長らく死語だ
と考えられてきた明治憲法下の徳目―
国家総動員、産業報国、義勇奉公など
の概念を、用語こそ一新したとはいえ復
活再生させる“国家統治システムの国権
優位への転換”の企図であり、
　②冷戦期から振り返ると、“ソ連の脅
威”に触発され、防衛庁研究グループに
より１９７７年開始された「有事法制研究」
以来、連綿とつづいた自民党国防タカ
派の宿願が、９０年代の“テポドン”“不審
船”“９。１１事件”に便乗して到達した“普
通の国家”への道のりであり、そして、
　③日米同盟の流れに即すなら、新ガ
イドラインでアジア・太平洋の周辺事態
に方向づけられ、ブッシュ大統領の“テ
ロとの戦い”に呼応した「テロ対策特別
措置法」によりインド洋で事実上行使さ
れるに至った“海外派兵＝集団的自衛
権獲得”という安保青天井のゴールであ
る。自衛隊が、旧日本軍とちがって日米
安保という“へその緒”により米軍と異体
同心である事実に照らすとき、新法がそ
のまま「海外派兵法」、「アメリカの戦争支
援法」となるのも自明の帰結である。

本質は対米支援の基盤確立
　とりわけ③の対米要因が法案制定の
時期を決定したといえるだろう。現在実
施中の「インド洋対米支援作戦」のような
自衛隊の海外任務が日米軍事協力の

２００２．４．１２（法案の閣議決定前に書かれた文章です。）

一般的形態となれば、そしてそれがアメ
リカのイラク攻撃や北朝鮮攻撃に追随・
拡大していくシナリオを描くと、日本国内
に従来とことなる軍事支援基盤の確立
が求められるのは必然の成り行きとなる。
有事法制とは、前便で見たとおり、外に
延びる兵站線を支えるための国内にお
ける法的基盤整備、つまり集団的自衛権
と表裏一体をなす軍事インフラ構築の
前提条件なのである。けっして“備えあ
れば憂いなし”などという精神訓話の次
元ではない。

改憲なき憲法停止
　そのことは当然のことだが、憲法冒頭
に「政府の行為によって再び戦争の惨禍
が起こることのないようにすることを決意
し」と刻み込まれたこの国のかたちが、
“法のテロリズム”によって、ニューヨーク
のツインタワービルと同様、崩落消滅す
ることを意味せずにおかない。憲法は改
正されるより先に停止される。下位法の
突き上げによって、外形は無傷のように
見えてもアフガニスタンの仏像と同様、
恥辱のあまり崩れ落ちてしまうのである。
小泉内閣成立後一年、初めて断行され
た“聖域なき構造改革”とは、利権政治の
打破でも不況打開策でもなく、有事法制
定という“改憲なき憲法停止状況”への
突進であった。

武力攻撃事態法案
　新法の正式名称は「武力攻撃事態に
おける我が国の平和と独立並びに国及
び国民の安全の確保に関する法律」だ
という。政府は略称に“平和安全法案”を
用いるらしい。しかしここではあくまで
“有事法案”ないし法案の本体をとって
“武力攻撃事態法案”と呼ぶことにしよ
う。なぜなら新法は“我が国の平和と独
立並びに国及び国民の安全の確保に関
する法律”であるより、武力攻撃事態＝ア
メリカの地域戦争に国外において加担
することのほうに重心がかかっているか
らである。もし“平和安全法案”であるな

ら、憲法にそくした安全保障政策を行う
こと、または“平和基本法”をつくれば十
分だろう。あるいはまた、安保条約や自
衛隊をかりに合憲だと認めたとした場合
でも、適用区域は日本国内より一歩も外
に出ないのは条文上明瞭である（ホーム
ページ掲載の「第２戦線を考えよう」を参照）。

外の軍事行動と内の軍事基盤
　“要綱”にある“武力攻撃事態”の定義
（用語の意義）を読んですぐに気づくの
は、その二枚舌と二枚看板的な性格で
ある。定義は１として「武力攻撃　我が国
に対する外部からの武力攻撃をいう」と
している。しかし同時に２に「武力攻撃事
態」を掲げて「武力攻撃事　態武力攻
撃（武力攻撃のおそれのある場合を含む）
が発生した事態又は事態が緊迫し、武
力攻撃が予測されるに至った事態をい

法案要綱への視点

う」と、１の事態とことなる武力攻撃事態な
る概念を導入した。これは新たな自衛隊
と安保協力の発動条件である。１では
「我が国に対する外部からの武力攻撃」
という客観的状態が必要で、かつ対応
は国土限定であるのに対し、２の場合
「武力攻撃のおそれ」や「予測される事
態」まで含んでいる。そこでは、政府が発
動の時期と地域を任意に設定できること
になる。ここに新法の意図が隠されてい
るのである。それはこの定義を「周辺事
態法」第１条、目的と重ね合わせればす
ぐに現れることだ。そこには「この法律
は、そのまま放置すれば我が国に対する
直接の武力攻撃に至るおそれのある事
態等我が国周辺の地域における我が国
の平和および安全に重要な影響を与え
る事態に対して我が国が実施する措
置」と書かれている。つまり“武力攻撃事
態法案”は「周辺事態法」と合わせ鏡の
ように一体なのであり、この“定義”を蝶
つがいにして二つの法律は、一方は外
の軍事行動=集団的自衛権を映し出し、
もう一方は内の軍事基盤=国内戦時体
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衆議院・参議院（２００２．１．２１～３．２）
第１５４回通常国会

国会レポート

国会図書館のホームページですべての
会議録を閲覧できます。安全保障問題
が審議された委員会名を列挙します。

http://www.ndl.go.jp/

＜衆議院＞
１/２１[本会議]、１/２２[本会議]、１/２４[予算委]、１/
２５[財務金融委][予算委]、１/２８[予算委]、２/４
[本会議][予算委]、２/６[本会議]、２/７[本会議]、
２/１２[予算委]、２/１３[予算委]、２/１４[予算委]、２/
１５[予算委]、２/１８[予算委]、２/１９[予算委]、２/２
０[予算委・参考人質疑][決算行政監視委]、２/２
１[予算委]、２/２２[予算委]、２/２５[予算委]、２/２６
[安保委][予算委][沖縄・北方問題特別委]、２/
２７[内閣委][外務委][文教科学委][経済産業
委][沖縄・北方問題特別委]

◎質問主意書（提出日→答弁日）：
●金田誠一（民主）「九州南西海域不審船事案へ
の対処」（１/２１→２/２６；質問１号）、「情報公開法の
運用上の問題点」（１/２１→３/１；質問２号）、「公務
員の守秘義務と『need to knowの原則』」（１/２１→
２/２６；質問３号）、「日本国憲法における国権と自
衛権との関係」（２/１２→３/８；質問１７号）
●北川れん子(社民)「ＲＩ・研究所等廃棄物処理
処分」（１/２１→３/１；質問４号）
●長妻昭（民主）「アフガニスタン復興支援国際
会議へのＮＧＯ一時参加拒否の理由」（２/１→２/８；
質問９号）、「田中眞紀子前外務大臣更迭の理由」
（２/１→２/８；質問１２号）、「アフガニスタン復興支援
国際会議へのＮＧＯ一時参加拒否の理由に関す
る再質問主意書」（２/１５→２/２２；質問２５号）
●保坂展人（社民）「奄美沖不審船」（２/７→３/８；
質問１４号）
●東門美津子（社民）「米軍キャンプ瑞慶覧射爆
場跡の土壌汚染問題」（２/１４→３/８；質問１８号）
●岡田克也（民主）「平成１４年２月１２日の衆議院
予算委員会におけるＮＧＯ問題」（２/１５→２/２６；質
問２０号）、「平成１４年２月１２日の衆議院予算委員
会における報償費」（２/１５→３/１；質問２１号）

＜参議院＞

１/２３[本会議]、１/３０[予算委]、１/３１[予算委]、２
１[予算委]、２/４[本会議]、２/６[国際問題調査
会]、２/７[本会議]、２/８[本会議]、２/１３[国際問題
調査会]、２/２０[憲法調査会公聴会]、２/２７[国際
問題調査会][憲法調査会公聴会]

◎質問主意書
●谷博之（民主）「国際協力におけるＮＧＯとの
パートナーシップ」（１/３１→２/１５；質問３号）
●小泉親司（共産）「米軍機の低空飛行訓練」（２/
１→２/２２；質問５号）
●櫻井充（民主）「アフガニスタン復興支援会議へ
のＮＧＯ出席問題」（２/８→２/２６；質問８号）

相を世界に知らせる仕事を課題として
掲げるべきとの指摘があった。
●長崎会議　３月１７日
　共催：核兵器廃絶ナガサキ市民会議
／ピースデポ。評価委員：土山秀夫、梅
林宏道。コメント：石田伯、山田拓民。
　「評点が甘すぎる」という被爆地らしい
厳しい意見が相継いだ。全体として落
第点であることを明確にとの意見。厳しく
あるべきだが、退学させてはいけないと
いう意見も出た。

●広島会議　３月１８日
　共催：核兵器廃絶をめざすヒロシマの
会／ピースデポ。評価委員：梅林宏道、
森滝春子。コメント：村上啓子、篠原収。

３月１８日、広島での評価会議

３月１９日、和歌山での評価会議

制確立を映す関係にあるといえる。　　

問われる基本的人権と自治意識　
　有事法が姿をあらわす時、最初に葬ら
れるのは、人｠と自治である。個人や企業
に対する従事命令、保管命令、地方公
共団体の協力義務などは、まだ全体像
をあらわしていない。しかし今回の「第１
次有事法」を手始めに国家統治システ
ム中央集権化が急速に進むだろう。基
地新設を含む安保特例法の拡大も第２
次以降必ずくる。基本的人権を私たちが
どれだけ確立したか、自治意識が地域
にどれほど根付いたか。法案審議を通じ
それが試される。

uç１ページ右下からつづく

uç６ページの日誌からつづく

●３月２２日　日韓首脳会談、対話重視の北朝鮮
政策を確認。
●３月２２日　警視庁、ミサイルマニュアルなどを
会社社長に要求したとして、在日ロシア通商代表
部員を書類送検。
●３月２２日　北朝鮮赤十字、有本さん拉致疑惑を
否定しつつ行方不明者調査再開との談話発表。
●３月２１－２２日　米ロ戦略核削減次官級協議。
「たいへん生産的で前進」とボルトン米国務次官。
●３月２２日　クレバノフ・ロ産業科学技術相、北朝
鮮がロに原発建設を提案とイタル・タスに明かす。
●３月２２日付　米は削減後も２４００発の核弾頭保
存、削減レベルも上限の２２００を確保、とロイター。
●３月２６日　坂口厚労相、月末にシンガポールで
北朝鮮閣僚と在外被爆者問題で会談と決定。２９
日、北朝鮮の要請で中止、厚労相は強く非難。
●３月２６日　防衛庁、テロ特措法に基づく自衛隊
の対米協力活動の５月１９日までの延長を発表。
●３月２７日　ＵＮＥＰ、旧ユーゴ空爆でＮＡＴＯが使

◇◇◆◇◇

用した劣化ウラン弾の環境報告書発表。当面は
環境・健康への影響なしとの内容。
●３月２７日付　ロ、千島のシムシル島で凍結され
ていた核廃棄物の最終処分場計画を再開する動
き強まったとイズベスチヤ。
●３月２８日　国連安保理、ＵＮＡＭＡ創設決議を
採択。
●３月２９日　米韓当局、全米軍基地の５０％以上
を１１年までに返還する連合土地管理計画（ＬＰＰ）
に署名。龍山基地や梅香里射爆場は対象外。
●３月３０日　国連安保理、イスラエルの撤退求め
る決議案を、米国を含む賛成で採択。
●３月３１日　シャロン・イスラエル首相、「イスラエ
ルは戦争の下にある」とテレビで国民に演説。
●３月３１日付　日ロ両政府が９９年に合意したロ
原潜解体がまったく進んでいないことが明らかに
なったと朝日。日本拠出の１５５億円は手つかず。

沖縄
●３月１６日　川口外相、稲嶺知事との会談で、１５
年使用期限問題への明言避ける。
●３月１８日　米強襲揚陸艦エセックス、揚陸艦
ジュノーとフォート・マクヘンリー、ミサイルフリゲー
ト艦バンデグリフトがＷＢに入港。同日、出港。
●３月２０日　衆院沖特委、沖縄振興特措法案（沖
縄振興新法）と付帯決議を可決。
●３月２０日　那覇防衛施設局、首相に、伊江島補
助飛行場など契約拒否地の強制使用を申請。
●３月２７日　マイヤーズ米統合参謀本部議長、
「沖縄で（削減）計画は当面ない」。
●３月２８日　那覇地裁、北谷町女性暴行事件で、
被告の米軍曹に懲役２年８ヶ月の実刑判決。
●３月２９日　参院本会議、沖縄振興新法を可決、
成立。

◇◇◆◇◇

●Ｍ

●Ｍ

まとめ：岡本三夫。
　９．１１事件以後、核兵器使用の「しき
い」が低くなった状況への危機感が強く
出された。国際的発信と国際社会からの
日本政府への圧力強化の重要性が指
摘された。

●和歌山会議　３月１９日
　共催：原水禁和歌山県民会議／原水
禁和歌山県協議会／和歌山原爆被災
者の会／核戦争防止和歌山県医師の
会／ピースデポ。評価委員：梅林宏道。
コメント：松井和夫。
　外務省自身の透明性の向上を課題と
すべきである。ＣＴＢＴ、核実験モラトリア
ム、東北アジア非核地帯など、厳しくＥを
付けるべきとの意見が強かった。（梅林宏
道）
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(作成:川崎哲、中村桂子）

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､川崎哲(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、佐藤毅彦､津留佐和子、村上由美、梅林宏道

ＣＮＤ＝核軍縮運動
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構
ＮＧＯ＝非政府組織
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＰＰＮＤ＝核不拡散促進プログラム
ＷＩＬＰＦ＝自由・平和国際婦人連盟

今号の略語

内容はすぐに本省からジュネーブと
ニューヨークにＦＡＸで送られた。した
がって、ＮＰＴ準備委員会に参加した外
交官たちは、成績表を知っていた。
　「成績表」について、岡村課長を含め
て、３人の責任あるポストの日本の外務
省役人や外交官の反応に接した。整理
された意見ではないが、次のようなポイ
ントがあった。
　●厳しい成績だ。（ある外交官は、Ｅという
点を付けて、受け取る側の感情を考えた
か、と問うた。それに対して、各地の評価
会議ではもっと厳しい雰囲気に接してい

ると説明した。）
　●いろいろな智恵が詰まっている報告
書なので、活用できる貴重な資料と
考える。

　●内容を十分検討する。本庁とジュ
ネーブ軍縮本部が、タイアップして回
答をしたい。

　●評価委員会に国際社会の声を代表
するような、日本以外の国の有識者
を入れるべきだ。

　●政治主導の必要性、国会で活発な
議論が必要だという評価委員の指
摘には同感である。とくに中国の核軍
縮を迫る政治家の指導力が必要だ。

　●海外のＮＧＯからアンケートを採って
はどうか。コップに水が半分入ってい
るときに、半分しか入っていないと見
るのか、半分も入っていると見るの
か、その問題意識の差がある。

　●智恵を得るために今後とも対話を続
けたい。

■米国代表部の反応
　間接的な反応であるが、米国の国連

代表部を訪問した日本のあるＮＧＯは、
米国側が「日本の成績表」に言及し、日
本は広島、長崎の経験があって核軍縮
に頑張っているのに、なぜ成績が悪いの
かと尋ねたそうである。
　これは極めて興味深く、示唆に富む反
応である。米国のみならず、多くの外交
筋は、核兵器廃絶について、日本の世
論と政府の外交政策の間に横たわって
いる、断絶とも言える大きなギャップにつ
いて、ほとんど知らないと思われる。言い
換えれば、日本政府と日本の市民との間
の厳しい緊張関係を、外国政府関係者
が充分に知る機会がなかったと考えら
れるのである。
　日本政府は、この「無知」状態によって
ある程度救われていたであろう。その意
味では、「成績表」は、核軍縮運動に新し
い一石を投じつつあると言えるのではな
いだろうか。

■ＮＧＯの反応
　ＮＧＯの反応は、極めて良好であった。
　先の米国代表部の反応にも関係する
が、海外のＮＧＯにとっても、日本のＮＧＯ
が政府の行動をどのように監視している
かを知るための、おそらく初めての資料
という意味があると思われる。
　内容に関する意見は、今後アンケート
とって、系統的に集めたいと考えている
が、次のような意見や反応を得た。
　カナダのＮＧＯリーダーは、日本の試み
に極めて強いインパクトを受けたと語っ
た。「この方法論は、きっと多くのＮＧＯの
刺激になる。カナダでは、政府のアカウン
タビリティを追求するグループがあり、軍
縮問題で日本の成績表がお手本にな
る。」

趣旨：新兵器・戦術、いぜん続く核拡散、
各国・各地域での紛争、日本の
「有事」すなわち戦争への傾斜な
ど、軍事・安全保障の諸問題につ
いて市民的立場から平易に解説
し、「人間の安全保障」をあらため
て提起する。アジア太平洋戦争か
ら現在、そして未来を扱うコンパク
トながら包括的な辞典。

新刊案内

岩波小辞典『現代の戦争』
前田哲男・編著

編著者：前田哲男
著者：河辺一郎・纐纈厚
定価：２６００円＋税
●書店にてお求めください。
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　「カナダは国際舞台では、軍縮問題で
評価されているが、国内的にはナヌース
湾の魚雷試験施設や米国との軍事協力
について、矛盾した行動をとっている。
国内的な課題と結びつける成績表の方
法論が参考になる。」
　前述のリーチング・クリティカル・ウィル
は、「日本の成績表」自分たちのウェブに
載せたいので、ぜひ電子情報が欲しい、
と語った。また、前述したように英国のＣＮ
Ｄとは、今後のタイアップした活動が話し
合われた。オランダのＮＧＯリーダーは、Ｎ
ＡＴＯ・ファイブで同様なことができるか
どうか検討したいと語った。
　中堅国家構想（ＭＰＩ）の運営会議で
は、ロウチ議長が「短期間にできる作業
ではない。敬意を表したい」と述べ、全員
が拍手を送った。（梅林宏道）
　なお、成績表（日・英）については事務所ま

でお問い合わせください。

●３月１６日　プロディＥＵ委員長、イラク攻撃に関
して「将来の米軍の行動を心配」と懸念表明。
●３月１６日　アブドラ・サウジアラビア皇太子、米

ＢＣＷ＝生物・化学兵器／ＣＩＡ＝米中央情報局／
ＥＵ＝欧州連合／ＩＡＥＡ＝国際原子力機関／ＮＡ
ＴＯ＝北大西洋条約機構／ＮＹＴ＝ニューヨーク・
タイムズ／ＵＮＥＰ＝国連環境計画／ＵＮＡＭＡ＝
国連アフガニスタン支援派遣団／ＷＢ＝ホワイト
ビーチ／ＷＭＤ＝大量破壊兵器

副大統領に対しイラク攻撃への反対を表明。
●３月１７日　イスラマバードでキリスト教会に爆
弾、米外交官家族ら４５人死傷。
●３月１８日　東京で日中安保対話。日本側は国
防費の透明性求め、核・ミサイル開発に懸念。
●３月１８日付　米が韓国にイージス・システム３基
を売却する準備を進めているとロイター。
●３月１９日　テネットＣＩＡ長官、上院軍事委で証
言。アルカイダは「なお脅威」。イラクとの関係も。
●３月２０日　フーン英国防相、イラクなどのＷＭＤ
開発への核抑止効果に疑問の表明。議会で。
●３月２０日　フライシャー米報道官、北朝鮮が「今
年は核開発を凍結しているとの認定はできない」。
ＩＡＥＡの査察受け入れを要求。
●３月２０日付　アルカイダはＢＣＷ開発したが製
造、取得には至らずと米政府が結論とＮＹＴ報道。

uç２ページからつづく
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